
令和６年度重点支援地方創生臨時交付金　　実績額（実績報告分）

交付対象事業の名称 担当課 充当経費(円） 事業実績（内訳） 事業開始年月日 事業終了年月日 達成状況・効果検証

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）

税務課 373,348,637

【給付額】　　364,510,000円

【事務費】　　8,838,637円

　　需用費          93,459円　　　　　役務費　　3,049,234円

　　業務委託  5,117,776円　　　　   人件費          578,168円

2024/8/5 2025/1/31
定額減税を補足する給付を15,458人（内納税義務者数8,298人）に対して給付すること

ができ生活維持につながった。

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）

社会福祉課 109,179,237

【給付額】　　100,000,000円

　　非課税世帯等給付額　896世帯＊100千円

　　こども加算分　　　　208人＊50千円

【事務費】　　　9,179,237円

　　消耗品費　        99,272円　　　　  印刷製本費     66,550円

　　郵便料　      　239,878円　　　  　手数料       　198,880円

　　システム委託3,118,357円               派遣委託     5,456,300円

2024/7/12 2024/10/30
低所得世帯給付金を896世帯、子ども加算を208人に対して給付し、生活維持につな

がった
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令和6年度住民税均等割非課税世帯（3万円）
＋こども加算（2万円）
＋不足額給付
（令和６年度低所得世帯支援枠等）

社会福祉課 144,231,982

【給付額】　　136,270,000円

　　低所得世帯給付額　　4,201世帯＊30千円

　　こども加算分　512人＊20千円

【事務費】　　　7,961,982円

　　消耗品費 　  98,357円　　　　　郵便料　　　465,475円

　　手数料　   　928,180円　　　　 システム委託料　3,851,760円

　　派遣委託　2,618,210円

2025/2/7 2025/7/29
低所得世帯給付金を4,201世帯、子ども加算を512人に対して給付し、生活維持につな

がった

3
第３子以降給食費支援事業
（保育園・こども園）

子育て支援課 6,619,500

1号認定　3,600円×15月＝54,000円　該当2件

2号認定　4,500円×1,459月＝6,565,500円　該当128件

計6,619,500円

2024/4/1 2025/3/31
対象の保護者約150人に対して円滑に補助金を支給することができ、保護者の負担軽減

につながった。

4
第３子以降給食費等支援事業（小学校・中学校・
幼稚園）

中央学校給食センター 30,702,319

幼（対象者45人、給食費1,702,120円、食数6,079食）

小（対象者389人、給食費21,871,759円、食数72,785食）

中（対象者114人、給食費7,128,440円、食数20,507食）

2024/4/1 2025/3/31
対象の保護者548人に対して円滑に補助金を支給することができ、保護者の負担軽減に

つながった。

5 高校生医療費給付事業 健康増進課 6,932,267

高校生等に係る医療費のうち、これまで保護者が負担していた高校生等の通院・入院分

１割分の負担軽減

【高校生】

・現物給付　R6.9～Ｒ7.3支払分　7,449人　  20,304,287円

・償還給付　R6.8～R7.3支払分　　  61人　　　213,172円

・柔道整復　R6.8～R7.3支払分　    209人　　    279,344円

　　　合計　延べ7,719人

　　　　　　 20,796,803円×1/3＝6,932,267円

2024/7/1 2025/3/31

高校生等に係る医療費のうち、これまで保護者が負担していた高校生等の通院・入院分

１割分の負担軽減につながった。

（延べ7,719人）

6 学校等エネルギー高騰対策支援事業
教育総務課

中央図書館
30,135,139

令和３年度実績分と令和6年度実績額（２月分まで）とを比較した電気代高騰分（市内幼

稚園・小・中学校、中央図書館）

（対象事業費33,401,949円）

2024/4/1 2025/3/31
小学校12校、中学校5校、幼稚園6園、図書館１館のエネルギー高騰を支援すること

で、快適な学校生活や施設利用につながった。

7 給食費高騰分支援事業（小学校・中学校・幼稚園） 中央学校給食センター 20,316,375
幼稚園児19,958食×45円＋小学生298,064食×45円＋中学生133,453食×45円

（食数は2学期・３学期の期間）
2024/8/1 2025/3/31

対象となる園児・児童・生徒3,870人に質（食材、品数、栄養価）を維持した給食を食

することができ、また保護者の負担軽減につながった。

8
給食費高騰分支援事業
（保育園・こども園）

子育て支援課 3,992,400

・公立保育園（４園：486,000円）

　公立/周匝保（101,000円）、佐伯北保（44,000円）、仁美保（51,000円）、

　赤坂ひまわりこども園　（290,000円）

・私立保育園　（11園：3,506,400円）

山陽桜：324,000、山陽いろは：349,200、山陽国分寺：208,800、さんこう：219,600、

清風いろは：367,200、桜が丘地域保育ｾﾝﾀｰ：262,800、さくらが丘：432,000、とよ

た：212,400、さくらんぼ：216,000、いちょうの森：316,800、あすなろ：597,600

※基本的に園児数×300円（１食分）×12月で計算

2024/9/1 2025/3/31
保育園・こども園に在籍している園児1224人に質（食材、品数、栄養価）を維持した

給食を食することができ、また保護者の負担軽減につながった。

9 農業経営収入保険収入制度支援事業 農林課 2,124,000 2,124,000円（新規10人（上限50千円）継続92人（上限20千円）の合計102人） 2024/10/21 2025/3/31
農業従事者が102人が本支援事業を活用して、収入保険に加入しており、経営の継続に

貢献している。

10 し尿収集業許可業者支援事業 環境課 307,000
35,000円×10台（赤磐市、和気町で人口割、利用量割等で按分）

赤磐市負担87.4％
2024/12/20 2025/3/31 し尿収集業許可業者2事業者の経営が安定し、事業を継続することができた。

727,888,856
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